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（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」
（各年10月1日現在人口） 厚生労働省「人口動態統計」

日本の人口は近年横ばいであり、人口減少局面を迎えている。2060年には総人口が9000万人を割り込み、高齢化率
は40％近い水準になると推計されている。
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消滅する自治体

（無居住化＝2割、50％以上減少＝4割）

出所）国土交通省(2014）「国土のグランドデザイン２０５０ ～対流促進型国土の形成～」
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参考）「50％以上減少」の意味

• 現在の日本人口が半減するのは2083年（2010年から73年後）

• 40年間（2010年→2050年）で、人口が50％以上減少する地域は、全
国平均の約2倍以上のスピードで人口減少
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65歳以上人口は2040年頃をピークに減少する
が、75歳以上人口は減少しない

出所） 2010年は総務省「国勢調査」、2015年以降は社人研「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」の中位推計
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少子高齢化の進展

●日本の平均寿命・平均余命

（出典）「平成24年簡易生命表」（2013年７月 厚生労働省）

昭和36年

（1961年）

昭和48年

（1973年）

平成24年

（2012年）

平均寿命

（男性） 66.0 70.7 79.9

平均寿命

（女性） 70.8 76.0 86.4

平均余命

（65歳、男性） 11.9 13.2 18.9

平均余命

（65歳、女性） 14.1 16.1 23.8

平均余命

（75歳、男性） 6.7 7.4 11.6

平均余命

（75歳、女性） 7.8 9.1 15.3
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（出典）日本 ～2010:国勢調査報告（総務省）
2011～2050:日本の将来推計人口（2012年1月、国立社会保障・人口問題研究所）

諸外国 WORLD POPULATION PROSPECTS:THE 2012 REVISION（中位推計）（国連）

●６５歳以上の対総人口比

1970 2000 2030
1970

→2000

2000

→2030

日本 7.1 17.4 31.6 10.3 14.2

ドイツ 13.6 16.3 28.2 2.7 11.9

フランス 12.9 16.0 23.2 3.1 7.2

イギリス 13.0 15.8 21.7 2.8 5.9

アメリカ 9.8 12.4 20.1 2.6 7.7

2010

日：23.0

独：20.8

仏：16.8

英：16.6

米：13.1
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75歳～
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65～74歳

1,630(13%)

65～74歳
1,749(14%)

万人

2025年
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団塊の世代
(76～78歳)

555万人

25.1％

（12.3％）

26.8％

（13.0％）

30.3％

（18.1％）
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・介護1号被保険者

75歳～
・後期高齢者医療制度

（注) 団塊の世代は1947～49年、第２次ベビーブーム世代は1971～1974年生まれ。

（出典）2007年は総務省「人口推計」、2013年、2015年及び2025年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口－平成24年中位推計－」
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第２次
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772万人

人口ピラミッドの変化①
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平成28年度予算
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（注２）公債発行額は、平成２年度は湾岸地域における平和回復活動を支援する財源を調達するための臨時特別公債、平成６～８年度は消費税率３％から５％への引上げに先行して行った

減税による租税収入の減少を補うための減税特例公債、平成23年度は東日本大震災からの復興のために実施する施策の財源を調達するための復興債、平成24年度、25年度は基
礎年金国庫負担２分の１を実現する財源を調達するための年金特例公債を除いている。

税収と国債発行額

バブル崩壊以後、我が国財政は歳出が税収を大きく上回る状態が続いている。リーマンショックが起きた平成20年
度以降、景気悪化に伴う税収の減少等により、歳出と税収の差額は一層拡大。
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（注１）公債残高は各年度の３月末現在額。ただし、平成25年度末は予算に基づく見込み。

（注２）特例公債残高は、国鉄長期債務、国有林野累積債務等の一般会計承継による借換国債、臨時特別公債、減税特例公債及び年金特例公債を含む。

（注３）東日本大震災からの復興のために実施する施策に必要な財源として発行される復興債（平成23年度は一般会計において、平成24年度以降は東日本大震災復興特別会計において負担）

を公債残高に含めている（平成23年度末で10.7兆円、平成24年度末で11.2兆円、平成25年度末で12.2兆円）。

（注４）平成25年度末の翌年度借換のための前倒債限度額を除いた見込額は730兆円程度。

公債残高の累増
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平成25年度末公債残高

約７５０兆円 （見込み）

↓

国民１人当たり 約５８８万円
４人家族で 約２，３５３万円

※勤労者世帯の平均年間可処分所得
約５１０万円

復興債残高

我が国の公債残高は、年々増加の一途をたどっている。平成25年度末の公債残高は750兆円に上ると見込まれて
いるが、これは税収約17年分に相当し、将来世代に大きな負担を残している。
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1990年度と2013年度における国の一般会計歳入歳出の比較

（注）当初予算ベース。

（単位：兆円）

○歳出の伸びの大半は社会保障関係費の伸び。
○ 国債発行額の増加は、税収の落込みとともに、社会保障関係費の伸びが影響。
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（兆円）

（年度）

平成２年度末から25年度末にかけての普通国債残高増加額 ：

歳出の増加要因 ： 税収等の減少要因 ：

平成２年度の収支差分による影響 ： ＋約65兆円

毎年度約３兆円の債務増加 × ２３年 （平成３～25年度）
（平成２年度の財政赤字約３兆円）

その他の要因（国鉄等債務承継など） ： ＋約53兆円

地方交付税交付金等

社会保障関係費

その他歳出（除く債務償還費）
その他収入

税収

公共事業関係費

平成２年度（1990年度）を基準とした普通国債（除く復興債）の残高増加の要因分析

（注１）平成24年度までは決算、平成25年度は政府予算による。

（注２）東日本大震災からの復興のために平成23～平成27年度まで実施する政策に必要な財源として発行される復興債（平成23年度は一般会計において、平成24年度は東日本大震災復興特別会計

において負担）を公債残高からは除くとともに（平成25年度末で12.2兆円）、平成23年度歳出のうち復興債発行に係るもの（7.6兆円）を除いている。

（注３）税収のうち交付税法定率分は、歳入歳出両建てである（増減が公債残高の増加に影響しない）ため、歳出・歳入双方の増減要因から控除し、地方交付税交付金等のうちの交付税法定率分以外

の部分（地方の財源不足補てん部分等）を歳出の増加要因として計上している。
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財政収支・債務残高の国際比較
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（出典）OECD「Stat Extracts National Accounts」、EU「Ｅuro stat Government Finance Statistics」。
（注1）数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。
（注２）政府の総支出には利払費が含まれている。

政府の総支出（対ＧＤＰ比）

1995年 2010年

政府の社会保障支出（対ＧＤＰ比）

1995年 2010年

政府の社会保障以外の支出（対ＧＤＰ比）
※利払費を除く

1995年 2010年

66.1 

57.7 

56.6 

55.8 

52.6 

52.5 

52.3 

51.5 

51.5 

51.2 

50.4 

50.4 

49.8 

47.7 

46.3 

45.2 

45.1 

43.8 

42.8 

42.7 

40.7 

40.6 

40.0 

30.1 

0 20 40 60 80

1アイルランド

2デンマーク

3フランス

4フィンランド

5オーストリア

6ベルギー

7スウェーデン

8ギリシャ

9ポルトガル

10オランダ

11イタリア

12英国

13ハンガリー

14ドイツ

15スペイン

16ノルウェー

17イスラエル

18チェコ

19ルクセンブルク

20米国

21エストニア

22日本

23スロバキア

24韓国

64.9 

61.5 

59.3 

56.4 

56.3 

55.8 

54.9 

54.4 

53.0 

52.6 

52.2 

52.1 

50.9 

48.6 

46.2 

44.4 

43.5 

41.9 

41.3 

41.1 

39.7 

37.2 

36.1 

20.4 

0 20 40 60 80

1スウェーデン

2フィンランド

3デンマーク

4オランダ

5オーストリア

6ハンガリー

7ドイツ

8フランス

9チェコ

10イスラエル

11イタリア

12ベルギー

13ノルウェー

14スロバキア

15ギリシャ

16スペイン

17英国

18ポルトガル

19エストニア

20アイルランド

21ルクセンブルク

22米国

23日本

24韓国

+4.5

37.6 

23.9 

23.7 

22.9 

22.8 

22.6 

22.5 

22.1 

22.1 

21.9 

21.9 

21.2 

21.1 

20.7 

20.6 

20.1 

20.0 

19.5 

19.0 

18.8 

17.5 

17.5 

14.6 

0 20 40

1アイルランド

2ポルトガル

3オランダ

4イスラエル

5ハンガリー

6スウェーデン

7フィンランド

8デンマーク

9フランス

10ベルギー

11米国

12英国

13チェコ

14スペイン

15エストニア

16オーストリア

17スロバキア

18ギリシャ

19ルクセンブルク

20ノルウェー

21ドイツ

22イタリア

23日本

34.1 

29.5 

28.0 

26.8 

26.4 

25.5 

24.4 

24.1 

23.1 

23.1 

22.5 

22.4 

21.3 

19.2 

19.1 

18.7 

18.4 

18.0 

17.8 

17.6 

17.1 

16.3 

15.5 

0 20 40

1チェコ

2イスラエル

3スロバキア

4スウェーデン

5オランダ

6フィンランド

7ドイツ

8エストニア

9ハンガリー

10ノルウェー

11オーストリア

12フランス

13デンマーク

14スペイン

15ポルトガル

16ベルギー

17米国

18日本

19ルクセンブルク

20英国

21イタリア

22アイルランド

23ギリシャ

33.7 

32.1 

31.9 

29.9 

28.6 

28.0 

27.7 

27.1 

26.2 

26.0 

25.5 

25.3 

25.1 

24.7 

24.0 

23.6 

23.5 

22.9 

21.4 

19.9 

18.6 

18.2 

17.3 

0 20 40

1デンマーク

2フランス

3フィンランド

4オーストリア

5スウェーデン

6イタリア

7ドイツ

8ベルギー

9英国

10ギリシャ

11オランダ

12アイルランド

13ノルウェー

14ポルトガル

15日本

16スペイン

17ルクセンブルク

18ハンガリー

19チェコ

20エストニア

21スロバキア

22米国

23イスラエル

32.9 

32.1 

32.1 

29.8 

28.6 

27.0 

25.1 

24.5 

24.4 

23.8 

23.6 

22.4 

21.5 

20.1 

19.5 

19.3 

18.2 

17.9 

17.2 

16.7 

16.7 

14.7 

14.2 

0 20 40

1スウェーデン

2フィンランド

3デンマーク

4オーストリア

5フランス

6ドイツ

7ノルウェー

8ベルギー

9オランダ

10ハンガリー

11イタリア

12英国

13ルクセンブルク

14スペイン

15アイルランド

16ギリシャ

17スロバキア

18チェコ

19ポルトガル

20イスラエル

21エストニア

22日本

23米国

▲3.4

+9.3

財政状況の推移（政府の規模）

日本においては、高齢化により社会保障支出が増加する一方、社会保障以外の支出はOECD諸国中最低の水準にま
で減少しています。
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（注1）日本は2013年度（平成25年度）見通し。諸外国は2010年実績。
（注２）財政赤字の国民所得比は、日本及びアメリカについては一般政府から社会保障基金を除いたベース、その他の国は一般政府ベースである。
（出典）日本：内閣府「国民経済計算」等 諸外国：National Accounts (OECD) Revenue Statistics1965-2011(OECD)

［国民負担率＝租税負担率＋社会保障負担率］［潜在的な国民負担率＝国民負担率＋財政赤字対国民所得比］

ＯＥＣＤ加盟33
か国中27番目

（下から７番
目）

国民負担率の主要先進国比較
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1995年 2010年

政府の租税収入（対ＧＤＰ比）

（出典）租税収入対ＧＤＰ比はＯＥＣＤ「Revenue Statistics」、同「National accounts」、内閣府「国民経済計算」等、財政収支はＯＥＣＤ「Economic Outlook93」。
（注１）租税収入は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。また、2010年の数値は、日本は2010年度。
（注２）財政収支の数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。ただし、日本及び米国は社会保障基金を除いたベース。また、日本の2013年の財政収支は単年度限りの特殊要因
を除いた数値。

政府の財政収支（対ＧＤＰ比）

1995年 2013年
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19フランス
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22ドイツ

23スロベニア

24ポルトガル

25チェコ

26米国

27スペイン

28ギリシャ

29スイス

30韓国

31日本
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7アイルランド
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14ベルギー

15カナダ
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17フランス

18英国

19オーストリア

20フィンランド

21日本

22スペイン

23スウェーデン

24イタリア

25スロベニア

26ハンガリー

27ギリシャ

28オランダ

29ドイツ

30チェコ

12.3 

1.4 

0.7 

0.0 

-0.2 

-0.2 

-0.7 

-1.6 

-1.8 

-1.8 

-2.3 

-2.3 
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1ノルウェー

2韓国

3スイス
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6ドイツ
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8スウェーデン

9デンマーク

10オーストラリア

11フィンランド

12オーストリア

13ニュージーランド

14ベルギー

15スロバキア

16ハンガリー

17カナダ

18チェコ

19ポーランド

20オランダ

21フランス

22ギリシャ

23イタリア

24米国

25ポルトガル

26スペイン

27英国

28アイルランド

29スロベニア

30日本

▲2.7

▲1.4

租税負担率と政府の財政収支の推移（対ＧＤＰ比）

総支出が増大する一方で、租税収入は減少していることに伴い、財政収支は悪化しています。
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１世帯月収 30万円 税収＋税外収入 47.1兆円

必要経費総額 59万円 一般会計歳出 92.6兆円

家計費（含む仕送り） 45万円 基礎的財政収支対象経費 70.4兆円

　うち田舎への仕送り 10万円 　うち地方交付税等 16.4兆円

ローン元利払 14万円 国債費 22.2兆円

不足分＝借金 29万円 不足分＝借金 45.5兆円

ローン残高 5,723万円 公債残高 750兆円

＜平成24年度一般会計＞＜１か月分の家計にたとえた場合＞

こうした借金が累積して、年度末には・・・・

＝

ー ー

＝

我が国財政を家計にたとえたら
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財政赤字の問題点
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財政の硬直化（一般会計歳出中に占める国債費等の割合の推移）
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国債費

地方交付税等

社会保障
関係費

その他

公共事業
関係費

・文教及び科学

振興費

・防衛関係費 等

（注）平成12年度までは決算、25年度は予算による。
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年金や医療関係の給付と財政の関係

社会保障給付費

社会保険料収入

社会保障制度を通じて、国民に給付される金銭・
サービスの合計額

（例）年金の受給額
医療・介護の給付額（自己負担見合いを除く）

※数値は基礎年金国庫負担２分の１ベース。
（出典）社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」、平成25年度（予算ベース）は厚生労働省推計。

（兆円）
（％）

歳 出

介護・
福祉その他

21.1兆円

［うち介護 9.0兆円］

医 療
36.0兆円

年 金
53.5兆円

保 険料
62.2兆円

国 税負 担※

29.7兆円

地方税等負担
11.2兆円

資産収入等

給付費 110.6兆円 財源103.2兆円
＋資産収入

この部分
に対応

一般会計との関係

社会保障関係費
※

29.1兆円

恩給関係費
0.5兆円

○社会保障関係費は、国の税収と公
債金収入（借金）を財源としています。

○社会保障関係費は、毎年度１兆円規模
で増大していく見込みです。

2013年度（予算ベース）

高齢化の進展に伴い、社会保障給付費が大きく伸びる一方で、社会保険料収入は横ばいで推移し、その差額は拡大
傾向。この差額は主に、国や地方の税負担で賄われる。
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公債の負担

• 家計の借金との比較

• 公債（内国債）

–家計内の資金の貸し借り

–一国全体としての負担ではない

– ラーナーの議論

• 将来世代への負担の転嫁

• 将来時点への負担の転嫁
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公債発行の効果 発行時

政府

家計 I

家計 II

減税

B

B

公債購入

2B

家計 I
家計 I

家計 II

B
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公債発行の効果 償還時

政府

家計 I

家計 II

増税

B

B

公債償還
2B

家計 I
家計 I

家計 II

B
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公債発行の効果

• 公債の発行と償還

–家計Iと家計IIの間の資金の貸し借りと同様

–公債発行によって一国全体としての資源制
約に変化は無い（内国債の場合）

• 上述の議論の欠陥

–発行時と償還時までの時間の経過

–世代交代があるかもしれない

• 現在世代が負担をまぬかれて，将来世代は負
担を押し付けられる可能性 28


